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高 財 第 ２ ５ 号                     

平成２７年１０月５日 

 

各 局 長 殿 

 

財  政   局   長 

 

平成２８年度予算編成方針について（依命通達）  

 

平成２８年度予算については、次により編成することになりましたので、 

高松市予算規則第５条の規定に基づき、命により通知します。 

 

第１ 平成２８年度予算編成の基本方針 

１    第６次高松市総合計画（仮称）、「第1期まちづくり戦略計画」及び

「たかまつ創生総合戦略」（仮称）の着実な推進 

事務事業全般にわたる徹底した見直しにより、捻出された貴重な財源

を重点的・効率的に配分し、「人口減少対策」に主眼においた「コンパ

クトで持続可能なまちづくり」、「創造性豊かで人間中心のまちづくり」、

「子どもを生み育てやすいまちづくり」などの視点を基本的な考え方と

した次期総合計画の実施計画である「まちづくり戦略計画」や、「人口

減少社会」という重要課題に対応するための具体的な取組を示す「たか

まつ創生総合戦略」の各種施策事業を着実に推進する。 

２   将来にわたり持続可能な健全財政の確立 

⑴    「財政運営指針」等に沿って、事業の効果性、必要性等を精査し、

無駄を排除し、厳しい優先順位付けを行い、メリハリの効いた予算

とする。 

⑵     今後の国の予算編成の動向や地方財政対策等を見極める一方、市

債残高にも留意しながら、全力を挙げて歳入の積極的な確保を図り、

将来にわたり持続可能な健全財政の確立を目指す。 

 

第２ 予算編成に係る基本的事項 

１    施策事業の重点化 

「まちづくり戦略計画」及び「たかまつ創生総合戦略」の各施策事業 
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については、市民政策局において、その必要性、実効性や後年度負担を

踏まえるとともに、多額の財源不足が生じている財政状況を勘案し、新

たなまちづくりに真に必要な施策への重点化を行うこと。  

２    成果を重視した施策事業の展開  

的確な点検・評価、定期的な見直しを行うため設定する、総合計画の

各施策の成果指標等を念頭に、施策事業の着実かつ円滑な展開を図るこ

と。 

３    部局間の調整、事業の連携・一元化  

組織横断的に取り組む「人口減少対策」など、複数の部局にまたがる

政策課題については、体系的な予算を編成する観点から、事前に関係部

局間で十分調整を行うことにより、重複事業を排除し、事業の連携・一

元化を図ること。 

４   各部局の主体性を活かした予算編成の実施  

局長主導の下、経費全般にわたる徹底した見直しを、一件ごとに必ず

行うとともに、施策事業の厳しい選択と見直しにより確保した財源を、

効果の高い事業へ再配分するなど、後で定める枠配分経費においても、

メリハリの効いた予算編成に取り組むこと。 

５   後年度負担の把握等  

各種事業について、常に後年度負担の見込みを把握し、将来、経常的

に多大な財政負担をもたらすことがないよう十分に検討すること。また、

事業化により、多大な後年度負担が見込まれる場合は、その軽減が図れ

るよう所要の見直しを行うこと。 

６    市単独事業の見直し  

⑴    厳しい財政状況を共通認識とし、補助金を始め、個人給付的な扶助

費や減免措置等の市単独事業については、公開事業評価等を踏まえ適

切な見直しを検討すること。 

⑵    新規・拡充事業については、後年度負担、必要性、実効性等につい

て十分検討の上、スクラップ・アンド・ビルドの原則によること。こ

れに伴う財源については、既存事業の見直しによる財源の組替え等に

よって対処すること。 

⑶    事業の内容、性格などに応じ、事業の終期又は見直し時期の設定

（サンセット方式）やアウトソーシングの導入を検討すること。 
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７    企業会計における独立採算性の原則確保と経営の健全化  

企業会計への負担金・補助金・出資金は、一般会計に多大な影響を及

ぼしているとともに、財政推計では、更にその負担が増嵩することが見

込まれていることから、独立採算の原則を念頭に、安易に一般会計から

の繰入れに依存することなく、経営的視点に立ち、健全化を図ること。 

８    建設計画の着実な実施  

建設計画等に基づく事業については、計画期間の延長を踏まえ、引き

続き着実に実施すること。 

９    財源確保の徹底  

⑴    市税・税外収入の未収入金の縮減、市有未利用地の売却のほか、広

告料収入やネーミングライツなどの新たな自主財源の検討も含め、全

力を挙げて財源の確保に取り組むこと。 

⑵    新規・既存の事業を問わず、国・県の補助制度の総点検・確認を必

ず行うとともに、各種団体の助成制度についても調査・検討し、積極

的に活用すること。 

１０    ファシリティマネジメントの推進  

老朽化が進む公共施設については、適正な維持管理や長寿命化を図る

とともに、ファシリティマネジメント推進基本方針を踏まえ、市として

保有すべきかどうかなど、施設のあり方を検討し、方向性を踏まえた上

で、維持管理経費等の適正化を図ること。 

１１    その他留意事項  

⑴    制度の改正が確実に見込めるものを除き、現行制度に基づいて見積

もることとするが、今後示される国・県の予算編成、地方財政対策等

の動向を注視し、具体策が示された場合には、既存の事業との関連性

や事業の必要性・効果等の検討を十分行った上で、計上すること。予

算要求後において、国等の予算編成の内容等に基づき、要求を変更す

る必要が生じた場合は、事前に財政課と協議を行うこと。 

⑵    債務負担行為については、後年度の財政負担を伴うものであり、そ

の増加は財政硬直化の要因ともなることに留意すること。 

⑶    年度途中における予算補正は、当初予算成立後における制度の改正

や災害関連経費などで真にやむを得ないもの、又は、当初予算編成の

中で協議したもの以外は行わない方針であるので厳に留意すること。
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 特別な理由により当初予算に計上することが困難なものについては、

その見込額等を別途「当初予算に要求できない事業に関する調書」に

より提出すること。 

第３ 一般会計財政収支見通し 

また、現行制度をベースに、現時点における国の動向を踏まえ、過去

の決算状況やまちづくり戦略計画を始めとする各種の計画等に基づく施

策事業を勘案し、２８年度の一般会計に係る見通しを、一般財源ベース

で試算した。別表参照  

      この試算によれば、２８年度の一般財源不足額は約７０億円と見込ま

れている。  

       ２７年度当初予算は、骨格予算であったことから、当初予算において

１８億円、６月補正予算において１０億円、合計２８億円の財政調整基

金を取崩し、収支の均衡を図っており、仮に、２８年度において同額を

取崩したとしても、約４２億円の一般財源不足額が生じる、極めて厳し

い財政状況となっている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４  予算要求基準の設定  

１  予算要求基準  

経費区分  要求基準等  

経

常

的

経

費  

①   義務的経費  

(人件費、扶助費、公債費 ) 

ゼロベースからの積み上げによる。  

②  物件費のうち賃金  ゼロベースからの積み上げによる。  

③  積立金、投資及び出資金、  

貸付金  

ゼロベースからの積み上げによる。  

④  繰出金  特別会計の経費を本要求基準に準じ算定す

ること。  

⑤  枠配分経費及び変動的経費  

   上記の経費は、経常的経費

のうち、上記①～④に掲げる

もの以外のすべての経費（物

件費（旅費、需用費、使用料

及び賃借料、委託料、備品購

入費等）、維持補修費その他

の一般管理経費、補助費等、

普通建設事業費）である。  

(1) 枠配分経費とは、変動

的経費を除いた経常的・

固定的な一般管理経費を

いう。その主旨は、枠配

分経費内で、局長主導の

下、事業の選択と見直し

を行い確保した財源を再

配分することにより、効

率的かつ効果的な行政運

営を行うものである。  

(2) 変動的経費とは、年度

間変動等により臨時的に

発生する経費等をいう。  

(別紙「平成２８年度変

動的経費」を参照 ) 

(1) 枠配分経費については、一般財源ベー

スで、本編成方針にあわせて各局長に通知

した枠配当額の範囲内で見積もること。  

原則として、局内で調整した結果が要求

基準に基づいている場合は、要求どおり認

めることとする。  

枠配分経費は、 H27当初予算の一般財源ベ

ースで▲３億円  

※国の予算編成や地方財政対策の動向等

の要因により予期せぬ財源不足が生じた場

合や、枠配分の主旨に沿っていない要求及

び決算額と大きな乖離がある要求は査定す

る場合がある。  

ただし、市単独の負担金、補助金又は交

付金の新規又は増額計上は、既存の補助金

等について相当額を減額・廃止した場合に

のみ認める。  

(2) 変動的経費については、ゼロベースか

らの積み上げによる。  

当該経費の必要性、妥当性を十分精査

し、安易に計上することがないよう留意す

ること。  

なお、変動的経費は、 H27予算における一

般財源を参考に要求すること。  

政

策

的

経

費  

⑥  まちづくり戦略計画  ゼロベースからの積み上げによる。  

示達の内容を十分踏まえるとともに、原案

で採択となった場合でも、その所要額につい

ては、再度徹底して精査を行い、節減に努め

ること。  

⑦  投資的経費（普通建設事業  

費等）  

ゼロベースからの積み上げによる。  

平成２７年度予算において経常的経費であ

った事業を投資的経費で要求しようとする場

合は必ず、財政課と協議すること。  
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※1  別途指示があったものは、それに基づき見積もること。 

※2 枠配分経費及び変動的経費については、予算明細書に対象経費である表

示をするとともに、その調整結果について、報告書を提出すること。 

※3 枠配分経費の精度を高めるため、２７年度決算状況について、改めて報

告を求めることとする。 

 

２  歳入に関する事項 

⑴   市  税  

今後の経済情勢の動向や市民所得の推移、地方税制度改正の動向等を

見極めるとともに、本年度の収入見込額、過去の実績等を勘案の上、見

積もること。 

⑵   国・県支出金 

事務事業の必要性等を十分に検討し、対象事業を厳選する一方、国・

県の制度改正、予算編成の動向等にも注意を払い、確実な見積りに努め

ること。 

   ア 国・県の制度改正により補助金等が廃止・減額となる事務・事業に

ついては、行政サービスのあり方を見直すこととし、原則として市費

への振替は認めない。 

  イ  特に、県単独の補助金等について、廃止・縮減の動きがある場合は、

  県に対し強く申し入れ、その確保を図ること。 

   ウ 国・県補助事業の市費継ぎ足しは、根本的に見直し、廃止又は縮減

   を図るとともに、自ら市費継ぎ足しを行わないこと。 

⑶   使用料及び手数料、分担金及び負担金、雑入 

ア  「高松市受益者負担見直し基準」に基づき、受益者負担の原則、住

民負担の公平確保の観点を踏まえ計上すること。 

イ  公共施設については、管理経費等に見合う使用料設定に留意するこ

と。 

ウ 自動販売機の公募設置による手数料や広告料収入等、新たな収入の

創出も工夫すること。 

⑷   市  債 

市債は、その元利償還である公債費が、後年度の財政運営に大きな影 

響を及ぼすことから、市債残高が累積しない財政構造を確立するため、 
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プライマリーバランスに留意しているところである。 

このことを踏まえ、市債の活用に当たっては、事業の必要性等を十分

に検討し、適債事業を厳選して抑制に努めるとともに、国・県の補助制

度や各種団体の助成制度を調査・検討したうえで後年度に地方交付税措

置のある合併特例債や過疎債等を最大限活用すること。 

事業の適債性、充当率等については、財政課と事前に協議すること。 

⑸    財産収入等 

ア 新たな建設事業に伴う跡地については、建設事業年度を考慮した売

却等により、財源確保に努めること。 

イ 貸付金に係る元利収入については、適切な債権管理を行い、収入の

確保に努めること。 

ウ 財産運用収入については、財産の適正な管理の下、極力有利に運用

し、増収を図ること。  

エ 土地開発公社保有分を含む未利用地等については、売却も含め、そ

の有効活用策について、更に検討すること。また、貸付けについても、

公共施設等の空きスペースの有効活用や貸付料の見直しを行うこと。 

 

３  歳出に関する事項 

⑴   人件費 

ア 「第４次職員数の適正化計画（改訂）」に基づき、定員管理の適正

化や非常勤嘱託職員を含めた給与費の抑制に努めること。 

イ 既存事務事業の内容を更に精査し、外部委託化や嘱託化の推進、ボ

ランティア等との協働や市民参画の促進、局内相互応援制度の活用を

図ること。 

ウ 労働時間の短縮や職員の健康保持の観点からも、休日・時間外勤務

の一層の縮減に取り組むこと。 

⑵   物件費、維持補修費その他の一般管理経費  

事務事業の見直しや競争原理の強化により、更なるコスト縮減を図る

こと。特に、施設の老朽化等により、維持管理経費の増加が見込まれる

ことから、「高松市公共施設管理運営基準」等を踏まえ、仕様を再度見

直し、経費節減を図ること。 
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ア 賃金 

計画的な事務事業の執行と課内や局内の応援体制等により、最小限

の計上にとどめ、臨時の業務等であっても、真にやむを得ないものに

限定すること。 

なお、一般事務補助については、週２５時間以内で見積もること。 

イ 旅費 

出張の目的、効果、緊急度、日程等を十分検討し、真に必要なもの

に限定して計上すること。特に、総会等で資料を持ち帰るだけの出張

は認めない方針であるので計上しないこと。 

なお、四国県都の主管者会議については、電子メール等を活用する

など、他の協議、情報収集方法への見直しを図り、それが困難な場合

に限り、日帰りができるよう会議日程を組むこと。 

ウ 需用費、備品購入費等 

  消耗品費：在庫管理を徹底するとともに、現に使用しているもの

を有効活用するなど極力節減を図り、２６年度決算及び２７年度決

算見込を踏まえ、適確に見積もること。 

耐久性のある事務用品は、現に使用不能となり、事務処理に支障

を来しているものの更新以外は計上しないこと。 

形式的な贈呈用消耗品、行事参加記念品は廃止すること。 

  燃料費：環境負荷の低減に留意し、使用量を的確に把握し、必要

量を的確に計上すること。 

  食糧費：会議の時間帯・人数・回数・金額を見直し、行政執行上

必要かつ最小限の範囲内にとどめること。 

  印刷製本費：可能な限り庁内印刷、庁内ＬＡＮ等を活用すること

とし、刊行物の整理統合を行うとともに、ホームページやケーブル

テレビなどの活用も検討し、ペーパレス化を推進すること。 

  光熱水費：契約方法や使用量の再点検を行うとともに、なお一層、

その節減に努めること。 

  施設の維持補修費：現況を十分に把握し、必要性等が高いものを

優先的に実施するなど、適正な維持管理に努めること。 

将来、負担が想定される経費を把握し、施設の長寿命化を図る観 

点からの計画的・効率的な対応により、事業費の平準化に努めるこ 
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と。 

  使用料及び賃借料：会議等については、庁舎内での開催を原則と

し、庁外での会議室等の借上料は、原則として認めない方針である

こと。 

複写機使用料については、資料等の作成の工夫、パソコンの活用

等により、コピー量の節減を図ること。 

  備品購入費：新規購入、更新とも真に必要なものに限って計上す

ること。 

エ  委託料 

アウトソーシングの導入が可能なものは、積極的に進めるとともに、

本年度の執行状況を踏まえ、改めて委託業務の内容を見直し、必要最

小限の委託内容とするとともに、長期継続契約の締結や、競争原理の

強化、他課との共同発注などを検討すること。 

また、課等で対応している情報処理システムの新規・増設に係る開

発や、保守関係経費の妥当性については、事前に情報政策課と協議し、

同課が発行する「見積精査通知書」を必ず提出すること。 

なお、外郭団体への委託事業経費については、「高松市外郭団体の

運営等指導基準」を踏まえ、業務の一層の効率化を図るなど、十分精

査の上、見積もること。 

⑶   扶助費  

国・県の制度によるものについては、対象、金額等はその範囲内で行

うこととし、従来の見積方法を見直し、過去の推移、不用額の状況等

を十分精査の上、厳格に見積もること。 

⑷   補助費等 

      ア  各種負担金・補助金及び交付金については、行政の責任分野、経費

負担のあり方、行政効果等を考慮する中で、必要不可欠なものに限っ

て見積もること。 

補助金等については、「高松市補助金等の見直し方針」にのっとっ

て、抜本的な見直しを行うこと。特に、剰余金が生じている団体等に

対する補助金等については、廃止・休止・縮減を行うこと。また、負

担金のうち、各種団体会費については、加入目的や活動効果を改めて
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確認し、形式的なものについては脱会を検討すること。また、負担額

についても、事業内容や繰越金の状況を踏まえ、適正であるか否か検 

討すること。 

イ 市単独の負担金、補助金又は交付金の新規又は増額計上は、原則と

して、既存の補助金等について相当額を減額又は廃止した場合にのみ

認めるものであること。 

なお、新設する補助金等については、終期又は見直し時期を必ず設

定すること。 

ウ  イベント・行事についても「高松市補助金等の見直し方針」にのっ

とって見直しを行うとともに、県等構成団体の負担割合を明確にして

おくこと。 

なお、全額市費負担の実行委員会方式の事業は、認めない方針であ

ること。 

エ 各種事業の参加記念品は、廃止すること。 

オ 各種会議等の用務出張における懇親会経費の負担金は、原則として

認めない方針であること。 

カ  全ての補助金及び交付金については、２８年度においても、その名

称、予算額及び交付先等の内容をホームページ上で公開することとし

ているので、説明責任が果たせるよう、適切に見積もり、要求するこ

と。 

⑸   投資的経費（普通建設事業費等） 

事業の必要性、投資効果、後年度の財政負担等を考慮し、優先順位の

高いものから事業を選別・選択の上、見積もること。 

また、「高松市公共工事コスト適正化指針」等を踏まえ、品質の確保

と施設の長寿命化に留意しながら、効果的なコスト縮減を図るとともに、

市債の抑制にも十分配意すること。 

ア  建設事業等については、計画・設計の段階から、工法・工期等を見

直すなど、積算段階でコスト縮減に努めること。 

イ 補助事業については、国・県の施策、財源措置等の動向に十分注意 

を払い、より有利な補助制度の検討など財源確保に創意工夫を凝らす 

こと。 

          また、超過負担が生じないよう十分注意すること。 
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      ウ  市単独事業については、必要性、効果、施設水準の適正化等を十分

検討し、事業の重点化に努め、コスト縮減を図ること。 

エ  施設の新・増改築及び大規模改修については、ファシリティマネジ

メントの観点から、建設費の低減や財政負担の平準化を図るほか、後

年度に経済的・効率的な管理運営及び維持補修ができるよう十分配意

すること。 

オ  工事等の設計は、特に専門的なものを除き、内部対応し、建築関係

の設計委託については建築課等と十分協議の上、計上すること。 

計上に際しては、民間の建設コストとも比較するなど、所要経費を

精査すること。 

      カ  用地の購入については、地価の情勢を認識し、利用目的・時期、国

の補助認証見込み、取得の見込みなど確実な見通しを立て、計上する

こと。 

土地開発公社により先行取得した土地については、計画的に買い戻

しを行うほか、未利用地を含めた事業化検討や未利用地等を交換物件

とすることなど、その有効活用を検討すること。 

用地購入を計画する場合は、別途「用地需要計画書」を提出するこ

と。 

 

第５ 予算編成スケジュール 

１    予算見積電算入力及び資料提出期限 

    平成２７年１０月３０日（金） 

    ただし、投資的経費及びまちづくり戦略計画の重点取組事業等の示達 

    に基づくものについては、１１月３０日（月）とする。 

２    予算編成過程における経過、関係書類等は、部外秘扱いとし、対外関

係には、特に注意すること。 

３    予算編成日程 

       平成２７年１０月 ５日（月）  予算編成方針に関する局課長会 

                    予算編成事務担当者説明会 

    平成２７月１１月 ４日（水）    財政課長ヒアリング開始（予定） 

    平成２７年１２月１７日（木）  財政局長ヒアリング開始（予定） 

     以降の日程等については、後日連絡するものとする。 



 



財政収支見通し(２７年度→２８年度　一般財源ベースで試算） 別  表

歳入 歳出

平成27年度※1 平成27年度※1

金額 金額 増減 金額 金額 増減

63,482 62,663 △ 819 56,453 57,173 720

10,223 10,326 103 人件費 27,399 27,508 109

18,017 16,089 △ 1,928 内訳 扶助費 12,600 13,031 431

6,767 7,155 388 公債費 16,454 16,634 180

3,958 1,074 △ 2,884 5,356 6,956 1,600

102,447 97,307 △ 5,140 40,638 40,139 △ 499

102,447 104,268 1,821

0 △ 6,961

※１：２７年度は、骨格予算であったことから、２７年度６月補正後の額を標記している。

※２：その他には、財政調整基金２８億円を取崩し、基金繰入金として充当した額を含む。

区分

財源不足Ａ－Ｂ

一
般
財
源

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

そ の 他 の 経 費

合 計 Ｂ

市 税

地方譲与税・交付金

地 方 交 付 税

臨 時 財 政 対 策 債

そ　　の　　他　　※２

合 計 Ａ

平成28年度
区分

平成28年度

（単位：百万円）

一
般
財
源
充
当

（単位：百万円）
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